
令和６年度修正 尼崎市地域防災計画（案）の主な修正について
資料２

1

０１災害時における安否不明者等の氏名等の公表

令和５年１０月、兵庫県において、「災害時における安否不明者等の氏名等の公表方針」及
び「災害時における氏名等の公表に係る事務マニュアル」が策定されたことから、所要の修正
を行う。

０２住家の被害の拡大を防止するための緊急修理

令和５年６月、「災害救助法施行令に基づく災害救助法による救助の程度、方法及び期間並
びに実費弁償の基準」の一部が改正され、住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理が災
害救助法による救助の対象となったことから、所要の修正を行う。

◆地域防災計画
災害対策基本法第42条の規定に基づき、尼崎市における災害予防、応急対策、復旧・復興に関す

る業務の大綱を定めたもので、市や関係機関などが行う防災活動を総合的かつ計画的に実施し、市
民の生命、身体、財産を災害から保護するなどの目的で作成しているもの。

【概要】
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０１災害時における安否不明者等の氏名等の公表

（兵庫県災害時における安否不明者等の氏名等の公表方針より）

（参考）兵庫県の公表方針（詳細は別表１のとおり）

・公表方針：原則公表
・公表内容：氏名（フリガナ）、住所（町名又は大字

まで）、年齢又は年代、性別、被災日時、
被災場所、被災状況を基本とする。

令和３年７月に熱海市で土石流が発生した際、安否
不明者の氏名等を公表したことで、救助対象者の絞り
込みにつながり、人命の救助活動の効率化・円滑化に
役立った事例があった。
この事例を踏まえ、内閣府より令和３年９月に安否

不明者の氏名等の公表を行うにあたっての留意事項が、
令和５年３月には「防災分野における個人情報の取扱
いに関する指針」において、安否不明者の個人情報の
取扱いについての指針が示され、安否不明者の氏名等
の公表について、事前に検討を行うこととされた。
これを受け、令和５年10月、兵庫県は「災害時にお

ける安否不明者等の氏名等の公表方針」等を定めたこ
とから、本市としては、公表主体となる兵庫県が、安
否不明者等の氏名等の公表が行えるよう、安否不明者
等の情報収集・確認・集約を行うとともに、公表用等
の名簿を作成し、県等へ情報提供を行うこととする。

（修正案：資料３ P1-2）
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０２住家の被害の拡大を防止するための緊急修理

令和３年、４年と２年続けて発生した福島県沖を震源とする地震など、住居の屋根等に著しい損傷を発生させ、
直後の降雨により住宅の被害が拡大したケースや、高齢者等が屋根でブルーシート展張の作業中に誤って転落し、
災害関連死となるケースが発生した。

（修正案：資料３ P2-3）

これを踏まえ、令和５年６月、「災害救助法施行令に
基づく災害救助法による救助の程度、方法及び期間並び
に実費弁償の基準」の一部が改正され、地震や暴風によ
り住宅の屋根や外壁に被害を受け、その後の降雨等によ
り住宅が浸水するおそれが高い場合について、ブルー
シートやベニヤ板、落下防止ネット等で緊急的に措置し、
住宅の損傷が拡充しないよう、恒久的制度として、ブ
ルーシートの展張等を緊急的に措置するための支援を救
助の対象とすることとされた。

【事例】

（内閣府HPより）

※下線部は特別基準（定められた期間内では救助の適切な実施が困難な場合、内
閣総理大臣に協議し、同意を得たうえで定めることができるもの）の設定が可能
なもの

一般基準 備考

対象者

災害のため住家が半壊（焼）又はこれ
に準ずる程度の損傷を受け、雨水の
浸水等を放置すれば住家の被害が拡
大するおそれがある者

大規模半壊、中規模半壊、半
壊、準半壊が対象（全壊は、修理
することで居住することが可能な
場合）

費用の
限度額

住家の被害の拡大を防止するための
緊急の修理が必要な部分に対して、
１世帯当たり51,500円以内

・特別基準の設定はなし
・１世帯当たりの平均ではなく各世
　帯ごとの基準額
・ブルーシート、ロープ、土のうな
　ど資材費及び建設業・団体等
　が行う際の施工費用の合計

救助期間 災害発生の日から10日以内に完了


